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１．はじめに 
下野市は平成１８年１月１０日、旧河内郡南河内町、旧下都賀郡石橋町及び

国分寺町が合併し誕生しました。また、南河内町、国分寺町で構成していた自

治医大周辺下水道組合も合併に伴い下野市に統合されました。 
これまでも、４団体ともそれぞれに定員の適正化に向けた不断の取り組みを

進めてきたところですが、市町村合併の主たる目的が行財政合理化にあること

から、新市においてもより一層の人員削減や給与の適正化などが求められてい

ます。 
 また、多くの地方自治体の財政状況は、三位一体の改革による地方交付税の

縮減や依然厳しい社会経済を反映し、財政の硬直化が一層進んでいます。当市

においても総務省の新地方行革指針に基づいた集中改革プランを策定し、徹底

した歳出削減やコスト管理を進めることとしています。 
 しかしながら、市制施行による新たな事務事業の増加や、権限委譲による事

務の移管など、当市を取り巻く行政需要はますます複雑高度化、多様化してい

ます。このような課題に的確かつ迅速に対応するため、最小の資源で最大限の

効果が得られるような効率的行政運営を推進するため、定員管理のあり方の基

本的な方針として下野市定員適正化計画を策定しました。 
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２．職員数の現況について 
 （１）各部門別職員数の状況（各年４月１日現在）        

 H17 H18    

 
区         分 

職員数（人） 前年比(人) 職員数（人） 前年比(人)    

 議     会 ８ ０ ４ ▲４    

 総     務 ９８ ▲１ １０２ ４    

 税     務 ２７ ０ ２３ ▲４    

 民     生 ９４ ０ １０１ ７    

 衛     生 ２７ ▲１ ２６ ▲１    

 農 林 水 産 ３０ １ ２７ ▲３    

 商     工 ３ ０ ４ １    

 土     木 ３８ ▲１ ３２ ▲６    

 

一般行政 

小     計 ３２５ ▲２ ３１９ ▲６    

 教     育 ９９ ▲３ ９９ ０    

 
特別行政 

小     計 ９９ ▲３ ９９ ０    

 水     道 １５ ０ １３ ▲２    

 下  水  道 ５ ０ １４ ９    

 そ  の  他 ２０ ▲１ １２ ▲８    

 

公営企業等 

小     計 ４０ ▲１ ３９ ▲１    

  総    合    計 ４６４ ▲６ ４５７ ▲７    

※職員数は国の定員管理調査に基づき、一般職に属する職員で、教育長・再任用職員・休職者等を含み、 

臨時または非常勤職員を除いています。 

平成１７年は南河内町・石橋町・国分寺町・自治医大周辺下水道組合の合計、平成１８年は下野市 

 

 （２）年齢別職員構成の状況 

年齢別職員構成の状況(平成18年4月1日現在)

0

20

40

60

80

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上

年齢

職

員

数

(

人

)

 



- 3 - 

（３）類似団体との比較 
類似団体職員数とは全市区町村を人口や産業構造などをもとにグループ分け

し、それぞれの類似するグループの平均値を基にし人口１万人あたりの職員数を

算出したもので、当市は県内では真岡市・大田原市と同じ D－Ⅱ型というグルー

プに属しています。類似団体指標は平成１７年４月１日現在のため、旧３町の職

員数を合算して換算しています。 

比較によると当市は類似団体指標に対して３３人のマイナスとなっています。 

 

部  門 
H17.4.1 現在 

職員数（人） 

類似団体 

職員数（人） 

超 過 数 

（人） 

超 過 率 

（％） 

議 会 ８ ６ ２ ２５．００ 

総 務 ９８ １０６ △８ △８．１６ 

税 務 ２７ ２９ △２ △７．４１ 

民 生 ９４ １１８ △２４ △２５．５３ 

衛 生 ２７ ３３ △６ △２２．２２ 

農林水産 ３０ ２４ ６ ２０．００ 

商 工 ３ １１ △８ △２６６．６７ 

土木（建設） ３８ ４４ △６ △１５．７９ 

一般行政 計 ３２５ ３７１ △４６ △１４．１５ 

教 育 ９９ ８６ １３ １３．１３ 

特別行政 計 ９９ ８６ １３ １３．１３ 

普通会計 計 ４２４ ４５７ △３３ △７．７８ 

 ※類似団体職員数との比較については企業会計等の指標は示されていませんので普通会計のみの比較となり

ます。 

 

 
（４）定員モデル数との比較 

定員モデルとは住民基本台帳人口や世帯数、面積、事業所数、農業就業

人口、道路延長、下水道普及率など行政需要に密接に関係する指標と職員

数との相関関係をもとに分析した指標により国が算出した職員数で、５年

ごとに見直しが行われます。比較によると当市においては１１人の職員超

過ということになります。 
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部  門 
H18.4.1現在 
職員数（人） 

定員モデル 
職員数（人） 

超過数 
（人） 

超過率 
（％） 

議会・総務・税務 １２７ １２２ ５ ３．９４ 

福 祉 １２５ １１８ ７ ５．６０ 

経 済 ２９ ２７ ２ ６．９０ 

土木（建設） ３２ ３５ △３ △９．３８ 

一般行政計 ３１３ ３０２ １１ ３．５１ 

※定員モデルの指標は一般行政部門のみの比較となります。 
 
（５）人口比率による近隣市との比較 

県内の主な市の人口規模と職員数の関係を比較しますと、数値的には、

当市は職員数の適正化が進んでいるほうだとも考えられます。しかし、地

理的条件や財政状況など各市の抱える事情は様々です。当市におきまして

は行財政改革の視点から、今後とも不断の定員管理に努めなければなりま

せん。 
 

団 体 名 人  口 職 員 数 
人口 1,000人 
あたりの職員数 

職員 1人あたり
の人口 

栃木市 82,262 ６２０ ７．５４ １３２．６８ 

佐野市 125,199 １，１０６ ８．８３ １１３．２０ 

鹿沼市 104,408 ９０２ ８．６４ １１５．７５ 

日光市 96,029 １，１３０ １１．７７ ８４．９８ 

小山市 155,838 １，１２０ ７．１９ １３９．１４ 

真岡市 62,960 ４３３ ６．８８ １４５．４０ 

大田原市 75,347 ７２５ ９．６２ １０３．９３ 

矢板市 36,092 ２９８ ８．２６ １２１．１１ 

那須塩原市 114,750 ９４９ ８．２７ １２０．９２ 

さくら市 41,911 ３６５ ８．７１ １１４．８２ 

那須烏山市 31,638 ３２３ １０．２１ ９７．９５ 

下野市 59,478 ４５７ ７．６８ １３０．１５ 

※人口は平成 18年 3月 31日現在の住民基本台帳人口 

※職員数は平成 18年 4月 1日現在の定員管理調査表より 

※職員数には消防、病院、交通など当市に存在しない業務に従事するものは含みません。 
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３．定員適正化計画について 
（１）計画期間 
   平成１８年度から平成２７年度までの１０年間とし、毎年度、計画の進

捗状況を精査のうえ検証を行うこととします。 
 
（２）目標数 
   平成１７年３月に総務省が示した「地方公共団体における行政改革の推

進のための新たな指針」において、地方公共団体職員の平成２１年度末の

削減目標は４．６％とされており、当市の集中改革プランにおいても平成

２２年４月１日時点で平成１７年４月１日と比較し２６人減、率にしてマ

イナス５．７％の職員削減が計画されています。 
   この数値を基本目標に計画を策定しましたが、集中改革プランはいわゆ

る短期計画に当たります。本計画においては１０年間の中期について計画

するとともに、将来にわたる長期的な視野に立った組織の展望にも配慮す

る必要があります。当市においては、職員の大量退職が平成２７年度から

３０年度まで続くため、これらの状況も勘案しながら、決して市民サービ

スの低下を招くことのないよう、採用職員数の平準化など、適正な定員管

理に努めていく必要があります。 
【年度別目標の推移】 
年  度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 

各年 4月 1日 
職員数 

４５７ ４５２ ４５０ ４４１ ４３４ 

前年度内 
退職者数 

１２ １３ ８ １５ １３ 

年度内 
採用者数 

５ ８ ６ ６ ６ 

増減者数 △７ △５ △２ △９ △７ 
増減者累計 △７ △１２ △１４ △２３ △３０ 

増減率累計 △１．５１ △２．５９ △３．０２ △４．９６ △６．４７ 

 
年  度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

各年 4月 1日 
職員数 

４２８ ４２０ ４１１ ４０４ ３９９ 

前年度内 
退職者数 

１５ １７ ２０ １８ １６ 

年度内 
採用者数 

９ ９ １１ １１ １１ 

増減者数 △６ △８ △９ △７ △５ 
増減者累計 △３６ △４４ △５３ △６０ △６５ 

増減率累計 △７．７６ △９．４８ △１１．４２ △１２．９３ △１４．０１ 
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【部門別目標の推移】 
 H17.4.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 削減率 
一般行政 ３２５ ３１９ ３１６ ３１５ ３０９ ３０３ △６．７７ 
教  育 ９９ ９９ ９８ ９７ ９４ ９３ △６．０６ 
公営企業 ４０ ３９ ３８ ３８ ３８ ３８ △５．００ 

合  計 ４６４ ４５７ ４５２ ４５０ ４４１ ４３４ △６．４７ 
※数字は定員管理調査の定義に基づくものであり教育長や再任用職員も含まれます。 

 
 
（３）定員適正化の方法 
  ①職員採用の抑制 

計画期間中、職員の年齢構成の平準化に配慮しながら、概ね退職者の２分

の１を不補充とし、職員採用を手控えることにより、全体の職員数を削減し

ます。また、技能労務職については業務の民間委託や再任用制度を積極的に

活用し、採用による補充は行わないこととします。 
   ただし、国・県からの権限委譲に伴う高度な専門性が要求される業務や、

市制施行に伴い事務事業の質が大きく変容した業務につきましては、一律

の職員削減により混乱が生じたり市民サービスの提供に大きな支障が出た

りすることのないよう十分に配慮します。 
  ②事務事業の見直し 
   事務事業の必要性、緊急性、受益と負担の公平なあり方などに基づいて

事務事業を総点検し、住民協働の理念の下、不断の見直しを行います。 
  ③民間委託等の推進 
   行政運営責任の確保及び住民サービスの維持・向上に十分配慮しながら、

積極的に民間への事務事業の委託、指定管理者制度の推進を行います。 
  ④組織機構の改善 
   市民の視点から行政サービスを見直し、合理的、効率的な事務分掌及び

人員配置を行うよう、常に改善の意識を持った行政運営を行います。行政

需要の変化や事務の繁閑にも柔軟に対応できるよう、職員間の協力が迅速

かつ弾力的に行えるグループ制を導入します。 
  ⑤人材育成 
   職員個々が全体の奉仕者であるという高い自覚を再度認識し、高度化・

多様化する住民ニーズに的確に対応できるスキルを身につけることを目的

に職員人材育成基本方針を策定し、住民から信頼される職員の育成を図り

ます。 
  ⑥多様な職員雇用の活用 
   緊急又は臨時的な業務のみならず、通常業務においてもその性質を見定

め、正規職員にこだわることなく非常勤職員や臨時職員を積極的に登用し

ます。また、専門的技能を有する者の任用に当たっては、再任用制度を活

用するなど、多様な雇用形態を検討します。 
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（４）計画の公表 
  本計画及びその進捗状況については、毎年度、市広報紙及びホームページ

にて公表します。 
 
（５）計画の見直し 
  本計画については、進捗状況を常時把握、分析するとともに、行財政改革

に伴う事務事業の見直しや業務委託などの政策的な状況の変化に応じ、毎年

度、見直しを行っていくものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


